






















































覧請求権等を認めていた（平成 17年改正前商法374条ノ 2'374条ノ 18）。「各
会社ノ負担スベキ債務ノ履行ノ見込アルコト及其ノ理由ヲ記載シタル書面」




















































商法374条ノ 4第l項但書 374条ノ 20第2項） 「分割ヲ承認セザル債権者」





































































































































































































































































































































































































( 1 ) 坂本三郎他「平成26年改正会社法の解説」坂本三郎編著『立案担当者による平成26
年改正会社法の解説』 119頁（2015ir) 207頁以下。








(4) 北村雅史「濫用的会社分割と詐害行為取消権〔下〕 最判平成24年 10月12日を踏
まえてー」商事法務 1991号 10頁（2013年） 13頁，清水円香「判批」『平成24年度重













































( 8) 原町晃治「会社分割法制の創設について一平成 12年改正商法の解説J原山晃i台他『会
社分割に関する質疑応符（別冊商事法務233号）』（2000年） 17頁，江頭憲治郎『株式
会村・有限会社法〔第3版〕』（2004年） 724頁。



















(16) 森本茂「会社分割法制について」金融法務事情 1580号 15貝（2000年） 25頁，森本
茂編『会社法コンメンタール 17』（2010年） 272頁［神作裕之］，川島いづみ「会社分
割における会社債権者の保護 債務の履行の見込みとの関係を中心に j早稲同社会



















(18) 清水円香「判批j商事法務 1863号 58頁（2009年），同中・前掲・ジュリ 1327号
140頁，受川環大「判批」判例タイムズ 1212号61頁（2006年）。





(23) 江頭・前掲『株式会社・有限会社法〔第3版〕』 741頁注（2），田中・ !i掲・ジユリ











れる。松本暢子「判主比」ジユリ 1438号 106頁（2012年） 109頁。
(25) 野u恵三「判例批評」 NBL809~ 56頁（2005年） 60頁。
(26) 前田庸・前掲「商法等の一部を改正する法律案要綱の解説〔上〕J商事法務 1553号
広島法科大学院論集 第12号（2016年） 215 
14頁，前田！者『会社法入門〔第一8版〕j656頁。





金融商事判例 1367号1頁（2011年） c 
(29) H本銀行金融研究所会社分割研究会「会社分割の法律問題 債権者の扱いを中心に




























前掲「会社分割における会社債権者の保護j早稲田社会科学総合研究 11巻 1号 70頁。
(36) 森本編.jfj掲『会社法コンメンタールm2n頁以下［神作］。









相原恭i台「濫用的会社分割と営業店の実務対応J銀行法務21741号 34頁（2012年） 38 
貝。
(41) 大隅健一郎－今井宏・小林量『新会社法概説〔第2版〕』（2010年） 499頁注（341)。






(44) 柴田和史「企業再編法制の再整備」判例タイムズ 1158号 132頁（2004年） 137頁。
(45) 徐彪「実質債務超過会社の組織再編行為についての再検討j新世代法政策学研究 11
号283良（2011ij二） 295頁。
(46) 中東正文『企業結合・企業統治・企業金融』 (1999年） 150頁。
(47) 龍田節「合併の公正維持」法学論叢82巻2・3・4号262頁 (1968OJ三） 285頁注（ 1）。
(48) 遠藤美光「財政破綻にある株式会社の吸収合併（二・完）J千葉大学法学論集6巻1





(49) 柴田・前掲「合併法理の再構成（六・完）J法協 107巻 l号 130頁注（42）。
(50) 神田秀樹「計算・組織再編・敵対的買収防衛 j企業会計－58巻4号28頁（2006年）
35頁。
(51) 目中亘「事業再生から見た会社j去の現代化（2）」 NBL823号22ft (2005年） 25頁。
広島法科大学院論集 第12号（2016年） -217 
(52) 神HI・ 前掲「計算・組織再編・敵対的買収防衛一」企業会計 58巻4号35頁。
(53) 河野惜「債務超過会社の組織再編に関する考察（ー）」民商法雑誌 132巻2号 160頁
(2005年） 182 f。












(57) 江頭憲治郎『株式会社法〔第6版〕』（20151F) 909貞it( 2)' 日本銀行金融研究所














































(69) ィ番阿憲「判批」シ‘ユリスト 1436号 114頁（2012年） 118頁参照。






(72) 烏ilJ・前掲「判批」法セ 683号 125頁。
(73) 江頭・前掲『株式会社法〔第6版〕.I697頁注（ 2），前田庸『会社法入門〔12版〕J
広島法科大学院論集第 12号（2016年） -219 
734頁。
(74) 原田－前掲「会社分割法制の創設について 平成 12年改正商法の解説j原田他『会
干上分割に関する質疑応答（別冊商事法務233号）』 1頁（2000年） 9頁，江頭－前掲『株
式会社・有限会社法〔第3版〕』 707ft：注（3）。
(75) 必井智予「会社i去による債権者保護の構造（ー） 企業組織再編取引を題材として 」
法学協会雑誌 121巻3号30頁（2004if) 99頁。
(76) 松井智子・前掲「会社法による債権者保護の構造（ー）」法協 121巻3サ99頁。
(77) 原則晃治編著『ー間一答平成 12年改正商法会社分割法制』（2000年） 55頁。
(78) 藤田友敬「営業譲渡の忌義」『商法総則商行為判例百選〔第5版〕』（2008iJ) 38頁。



















(89) 前田庸・前掲『会社法入門〔第 12版〕』 721頁。
(90) 龍lU・前掲『会社法大要』 475Jf。
(91) 柴田和史『会社法詳解〔第2版〕.I(2015年） 437頁注（3）。
(92) この立場と見られるものとして，吉本健一『会社法［第2版〕.I(2015年） 411頁，
南i呆・前掲「会社分割制度の解釈上の問題点について」法律論叢79巻4・5号332頁，
山下虞弘「会社法における事業の重要な一部譲渡一会社分割との対比の中でー」奥島
先生古稀記念第一巻上篇『現代企業法学の理論と動態』（2011年） 553頁，来柄野究「判
220 債務の履行の見込みおよび事業性の要件に関する一考察（周回）
例研究」明治学院大学法律科学’研究所，，，，報28号227頁（2012年） 234頁。
(93) 神作・前掲「会社分割における『常業』の意義J法学教室243号27頁。
(94) 来栖野究「判批J明治学院大学法律科学研究所年報28号227頁（2012年） 234頁。
承継会社に免責的に承継された主債務を担保する保証債務の帰趨に係る裁判例の中に
は，免責的債務引受けには債権者の同意を要するとの理由づけをしたものがあり，疑
問が呈される。大阪地裁堺支部判平成22年9月13日金融法務事情 1921号 117頁。
(95) 神田・前掲『会社法〔第 16版〕j367頁注（3）。
(96) 大隅＝今井＝小林・前掲『新会社法概説〔第2版〕j483頁以十。
(97) 江頭・前掲『株式会社法〔第6版〕.！ 889頁注（2)・898頁注（3），森本編・前掲『会
社法コンメンタールm(2010年） 262頁以下［神作］。
(98) もっとも，大隅＝今井＝小林・前掲『新会社法概説〔第2版〕j483頁以下によれば
「会社事業（商法上の営業）に属する資産，権利義務でなければならないj。神田・前
掲『会社法〔第 16版〕j367頁注（3）によれば，「事業に関して有する権利義務の全
部または一部に該当しない場合には，分割手続は利用できない（現物出資などを利用
するしかない）Jo柴凹・前掲『会社法詳解〔第2版〕』 437頁注（3）によれば，「条文
に『事業に関するJという文言が存在し承継される権利義務が事業概念と切り離さ
れてはいない」。これらの見解は，事業のためにするのでない行為が会社に存在するこ
とを認めたものと解されている，最一ー小判平成20年2月22日民集62巻2号576頁の
考え方に従い，事業に関連しない行為，または事業に属さない行為を承継の対象とし
て認めない見解と解される。森本編・前掲『会社法コンメンタール 17』263頁以下［神
作］は，通説の立場からこれらに反対されるが，個人企業の色彩の強い中小企業の実
態を考えたとき，結論の妥当性を確保する必要もあろう。日下部真治「判批」金融商
事判例 1307号20頁（2009年） 23頁。
(99) 近藤光男『最新株式会社法〔第8版〕j(2015年） 464頁。特定資産のみを承継させ
ることへの疑念は実務からも指摘される。凶j豊光政監修『詳解会社i去の理論と実務』
(2007年） 736頁，山口大介＝田中良「会社分割の無効の訴え」判例タイムズ 1369号
86頁（2012年） 93頁，森.i賓田松本法律事務所編事業『M&A法大系』（2015年）
659頁注（674），長島・大野・常松法律事務所編『アドバンス会社法』（2016年） 820頁。
(10) 前田庸・前掲「商法等の一部を改正する法律案要綱の解説〔上〕」商事法務 1553号
8頁。
(!Ol) 前田庸・前掲『会社法入門〔第 12版〕j722頁。
(102) 二重の公告を行い異議を申し出た債権者に弁済すれば，債権者保護手続の対象とな
る債権者については，無効原因はなくなる。しかし官報を定款所定の公告方法とし
て定めている会社が，二重の公告を行うための定款変更子続を採る余裕がなかったよ
うな特殊な場合においては，個別催告を慨怠して異議を述べた債権者に会社が弁済し
広島法科大学院論集第12号（2016年） -221 
たとしても，その無効の取抗は消滅しない。酒井竜二編著『会社分割ハンドブック〔第
2版〕』（2015年） 310頁［大久保圭］。
(I偲） 神田・前掲『会社法〔第16版〕』 363頁等。
(I似） 過大評価を防止する仕組みのないことは，会社分割創設時から指摘されていた。前
田雅弘・前掲「会社分割に係る商法等の一部改正についてJジュリ 1182号2頁（2000
年） 4頁。異議を述べた多数の債権者に対し，弁済等を行った結果．過大評価が是正
されることも考えられる。これにつき，小出篤「会社分割における不法行為債権の帰趨J
岩原紳作＝山下友信＝神田秀樹編集代表『会社・金融・法〔下巻〕』 249頁（2013年）
267頁以下参照。なお，会社分割の手続が厳格であることを前提とする限りで，現物
出資規制の潜脱は問題とならないと指摘されていた。落合・前掲「平成一二年商法改正」
法学教室241号65頁注（7)。
(1回） 中東・前掲「第l章要望の実現組織再編j中東＝松井編著『会社法の選択一新
しい社会の会社法を求めて』 354頁。事業に該当しない権利義務を会社分割の対象と
認める多数説の立場でも．株式譲渡制限制度を潜脱するような会社分害肋t行われた場
合においては， i監用的な目的によるもの・権利濫用として会社分割の無効原因と解す
べきことが指摘される。森本編・前掲『会社法コンメンタール 17』304頁［神作］。
